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修正国際基準が IFRS として認められるか、その位置付けを明確化することが必要である。 

 

平成 25年 6月 19日の「国際会計基準（IFRS）への対応のあり方に関する当面の方針」では、

IFRSの任意適用企業数の積み上げを図ることが重要であり、修正国際基準（エンドースメントされ

た IFRS）導入による「4基準の並存状態は、大きな収斂の流れの中での一つのステップとして位

置付けることが適切である」と述べられている。 

あるべき IFRSを示して ASBJのポジションを明確化すること、IFRS を我が国に導入する際に

受け入れ難い項目を修正・削除する方法を確立したという点では、一定の合理性があるという意

見もある。しかし、ASBJのポジションを明確化するために修正国際基準を策定することが必須で

あるとは限らない。日本基準に基づく考え方を主張する従来の方法を継続することも可能であろう

。また、我が国において IFRSを修正・削除する仕組みが必要というのであれば、指定国際会計

基準導入時にその仕組みを構築すべきであったのではないだろうか。指定国際会計基準導入後

に自国の都合に合わせた修正基準を公表することは、単一で高品質な国際基準を策定するとい

う IFRSの目的から後退する印象が拭えない。 

基準を導入する企業側の視点では、修正国際基準の適用が”IFRSの適用”と呼べるか否かが

重要となる。平成 26年 6月には、日本版 IFRSは IFRSではないという IASB理事のコメントが報

道されている。企業会計審議会には IASB と協議の上、修正国際基準の位置付けを明確化する

ことを求めたい。 

修正国際基準が IFRS として認められるのであれば、一定の導入需要はあるかもしれないが、

IFRS として認められないのであれば、コンバージェンスが進む日本基準から修正国際基準に移

行する企業側のメリットは乏しく、実質的にはピュア IFRS と日本基準の 2択になると考えられる。

この場合、修正国際基準は、「大きな収斂の流れの中での一つのステップとして位置付ける」こと

はできず、その存在意義に疑念が生じる。 

したがって、修正国際基準は、同基準の適用が IFRSの適用と認められることを条件に制定し、

IFRSの適用と認められないのであれば廃案とすることが適当と考える。 
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